児童福祉施設内容変更届書の主な添付書類（公立保育所用）

　該当する変更事項について、必要な書類を添付してください。（写）と記載がないものは、正本については原本を添付してください。

○　市町村は、こども支援課に１部を進達してください。（正本）

　＜＞は提出時期の目安です。

全ての届出共通

全ての届出について、下記の添付が必要です。
□　変更の概要

□　変更届出書の主な添付書類（この書類）
１　施設の名称の変更　＜変更から１月以内＞

保育所の名称を変更する場合に該当します。

□　改正条例（写）

　　※　改正後の全文だけでなく、改正条例・新旧対照表を添付してください。
２　施設の所在地の変更　＜変更から１月以内＞

　施設の場所を移転する場合 及び 住居表示の実施等により所在地の表示が変更となる場合に該当します。移転の場合は、併せて建物や土地等の変更が必要です。
□　改正条例（写）

　　※　改正後の全文だけでなく、改正条例・新旧対照表を添付してください。

□（移転以外の場合）住居表示実施証明書等 所在地の新表記を証する書類
３　設置主体（または公立保育所の経営主体）の変更　＜あらかじめ＞

　委託や指定管理により、設置主体は市町村のまま、経営主体が変更となる場合に該当します。

　□　改正条例（写）

　　※　改正後の全文だけでなく、改正条例・新旧対照表を添付してください。

　□　委託や指定管理に係る協定書等の契約書類（写）
　□　その他資料（公募の資料や保護者向け説明会の資料等、経営主体変更に関する資料

　　がある場合には、写しを添付してください）

４　経営の責任者の変更　＜あらかじめ＞

　設置主体である市町村の長が変更になる場合に該当します。
　※　添付書類は不要です。
５　児童の認可定員・利用定員の変更　＜あらかじめ＞

　認可定員や利用定員が変更となる場合に該当します。

　※　建物・土地・職員の定数に変更がない場合にも、届出書の変更前の各欄に現状を

　　　記入してください。

　□　改正条例（写）

　　※　改正後の全文だけでなく、改正条例・新旧対照表を添付してください。

□　建物の平面図・配置図（写）

□　部屋別面積表

□　職員名簿（別添様式）

□　園規則、管理規程等（写）

　□　月別年齢別定員充足状況

　□　内容変更最低基準調書

６　施設長の変更　＜あらかじめ＞

　施設長を変更する場合に該当します。

□　辞令（写）

□　施設長就任予定者の履歴書

□　保育士資格証（写）※有資格者の場合必須

□　保育所長初任所長研修会修了証（写）※修了者の場合必須

７　職員の職種別定員の変更　＜あらかじめ＞

　職員の定数を変更する場合に該当します。

　※　児童の認可定員・利用定員に変更がない場合にも、届出書の変更前の欄に現状を

　　　記入してください。

□　職員名簿（別添様式）

□　増加職員分の履歴書（調理師、事務員等も含む）

□　増加職員分の資格証明書（写）

８　建物の変更　＜あらかじめ＞

　保育所の改修、改築、増築や、部屋の用途の変更（部屋割り変更）等を行う場合に該当します。

　※　児童の認可定員・利用定員に変更がない場合にも、届出書の変更前の欄に現状を

　　　記入してください。

□　（登記を行っている場合）建物の登記事項証明書

※　届出書の「構造・棟数・合計面積」の欄の構造と合計面積については、それぞれ登記事項証明書の「②構造」、「③床面積」欄と一致させてください。
　なお、公有財産について登記を行わない方針である場合には登記事項証明書が存在しないため、その他の根拠資料（設計図面等）の面積に基づいて届出書の合計面積を決定してください。
□　建築基準法に基づく検査済証（写）
□　配置図・付近の見取り図（写）
□　変更前の配置図（写）

□　平面図（写）

　※　部屋別に名称、面積を記入してください。

　※　一部改修や改築の場合は、変更部分を塗色等で明記してください。

□　変更前の平面図（写）

□　部屋別面積表（別添様式）　

※　部屋別面積表の「合計」欄については、届出書の合計面積と一致させること。
□　（建物を賃借している場合）賃貸借契約書（写）

□　（調理室の新設・改築等がある場合）給食施設開始届（変更届）（写）

　※　所管庁の受理印が押されたもの。
　□　内容変更最低基準調書

９　設備　＜あらかじめ＞

　太陽光発電の設置等を行う場合に該当します。
※　建物や土地の変更を伴う場合は、合わせて該当する部分の届出書様式への記入や添付

　書類の提出を行ってください。
□　設備概要書（様式任意）

１０　土地　＜あらかじめ＞

　保育所の敷地（建物敷地・屋外遊戯場・その他）について、土地の売買、賃借開始や終了、用途の変更等により面積の変更がある場合に該当します。

　※　屋外遊戯場面積の減少がある場合には、児童の認可定員・利用定員に変更がない場

　　合にも、届出書の変更前の欄に現状を記入してください。

□　土地の登記事項証明書

　　※　届出書の「敷地面積」の欄の面積については、登記簿謄本の面積の合計と一致さ

　　　せてください。

□　公図

　※　保育所敷地部分の筆を、塗色等で明記してください。

□　配置図（写）・付近の見取り図

□　変更前の配置図（写）

　※　一部増減や用途の変更の場合は、変更部分を塗色等で明示してください。

□（新たに代替園庭を設定する場合）市が使用を認めていることがわかる文書等（写）

□（新たに代替園庭を設定する場合）代替園庭の図面（写）
　□（新たに代替園庭を設定する場合）保育所から代替園庭までのルート図
　※　実際に使用する児童の移動に安全なルートがわかるように、塗色等で明示してく

　　ださい。

【参考】 屋外遊戯場（園庭）に関する要件　　　　　　※埼玉県保育所設置認可基準より
（１）屋外遊戯場に代わるべき場所の取扱い

公園等を屋外遊戯場に代わるべき場所とする場合は、次の条件を満たすものであること。

ア 移動の安全確保

当該保育所の入所児童の徒歩圏内に公園・寺社境内など、当該児童が日常的に使用可能な空間が存在し、かつ、当該児童の移動の安全が確保されていること。

イ 適格性

当該児童が活動する場所おいて、汚染物質の存在、落下物等の危険、転落防止措置が施されていない池沼の存在、その他保育を行うにあたり不適切な要素がないこと。

ウ 優先的な使用権限

優先的な使用権限を持つこと。ただし、以下の条件を満たし、保育の実施に支障がないと認められる場合は、必要としない。

（ア）待機児童が存在する地域であること。

（イ）使用するに当たり、所有者の文書による承諾（優先的使用権までは必要ない）が得られ、かつ、所有権を有する者が国及び地方公共団体又は公共的団体等、保育所による安定的かつ継続的な使用が確保されると認められる主体であること。

なお、国又は地方公共団体の施設を屋外遊戯場として使用する際には、市町村長の意見書において、上記（ア）及び（イ）の要件が満たされている旨述べられていれば、別途文書による承諾を得なくとも差し支えない。

１１　建物・土地の所有関係　＜あらかじめ＞

　保育所の建物や敷地について、土地の売買、賃借開始や終了により面積の変更がある場合に該当します。

□　契約書（使用貸借、賃貸借、売買）（写）
□　該当する建物・土地の登記事項証明書
□　配置図（写）

　※　保育所の敷地・建物全体がわかるものを添付した上で、変更部分を塗色等で明記
　　してください。
□　公図

　※　保育所の敷地全体及び変更部分を、塗色等で明示してください。
１２　運営の方法　＜あらかじめ＞

　園規則等に定めている以下の事項について変更する場合に該当します。

· 施設の目的及び運営の方針（園規則に定める保育所の目的、運営方針）

· 提供する保育の内容（園規則に定める保育内容）

· 保育の提供を行う日、保育時間及び保育の提供を行わない日（保育所の休園日、保育する時間）

· 保護者から受領する費用の種類、支払いを求める理由及びその額（保護者から受領する費用（給食主食費、延長保育料等）の種類、理由、金額）

· 施設の利用の開始および終了に関する事項並びに利用に当たっての留意事項（入園・退園に関する事項、利用に当たっての留意事項）

· 緊急時における対応方法（事故防止マニュアル等に定める事故や怪我、不審者侵入の際の対応方法）

· 非常災害対策（危機管理マニュアル等に定める地震、火事、水害等自然災害への対策）

· 虐待の防止のための措置に関する事項（保育所における虐待防止、家庭での虐待が疑われる場合の対策）

· その他施設の運営に関する重要事項（給食の外部搬入、調理業務の委託など）
　□　（条例の改正を行う事項の場合）改正条例（写）

　　※　改正後の全文だけでなく、改正条例・新旧対照表を添付してください。

□　変更後の運営に関する園規則、管理規程、マニュアル等（写）

　※　変更部分を塗色等で明示してください。

□　（給食の外部搬入・委託等、契約書類がある場合）変更後の運営に関する契約書類

　等（写）
児童福祉施設内容変更届書の主な添付書類（私立保育所用）

　該当する変更事項について、必要な書類を添付してください。（写）と記載がないものは、正本については原本を添付してください。

○　法人は、市町村保育主管課に２部を進達してください。（１部正本、１部写し）

○　市町村は、こども支援課に１部を進達してください。（正本）

　＜＞は提出時期の目安です。

全ての届出共通

全ての届出について、下記の添付が必要です。
　＜市町村で以下の資料を作成（法人では作成不要）＞

□　変更の概要

□　内容変更届出書の主な添付書類（この書類）
１　施設の名称の変更　＜変更から１月以内＞

保育所の名称を変更する場合に該当します。

□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付し

　　　てください。

□　変更の理由書

２　施設の所在地の変更　＜変更から１月以内＞

　施設の場所を移転する場合 及び 住居表示の実施等により所在地の表示が変更となる場合に該当します。移転の場合は、併せて建物や土地等の変更が必要です。
□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付し　

　　てください。

□（移転以外の場合）住居表示実施証明書等 所在地の新表記を証する書類
３　設置主体の変更　＜あらかじめ＞

　法人の名称が変更となる場合などに該当します。

　※　なお、原則同一法人の場合に限られます。他の法人への事業譲渡等は、新たに設置

　　認可を取り直す必要がありますので注意してください。

　□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付し

　　　てください。

　□　法人の登記事項証明書

　□　変更後の運営方法に関する規則、規定類（写）

　□　定款（寄附行為）、その他の規約（写）

４　経営の責任者の変更　＜あらかじめ＞

　設置主体である法人の代表者（理事長や代表取締役等）が変更になる場合に該当します。
　□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付し

　　　てください。

□　責任者の履歴書

５　児童の認可定員・利用定員の変更　＜あらかじめ＞

　認可定員や利用定員が変更となる場合に該当します。

　※　建物・土地・職員の定数に変更がない場合にも、届出書の変更前の各欄に現状を

　　　記入してください。

□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付し

　　てください。

□　建物の平面図・配置図（写）

□　部屋別面積表

□　職員名簿（別添様式）

□　園規則、管理規程等（写）

　＜市町村で以下の資料を作成（法人では作成不要）＞

　□　内容変更最低基準調書

　□　月別年齢別定員充足状況

６　施設長の変更　＜あらかじめ＞

　施設長を変更する場合に該当します。

□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付し

　　てください。

□　施設長就任承諾書（写）

□　施設長就任予定者の履歴書

□　保育士資格証（写）※有資格者の場合必須

□　保育所長初任所長研修会修了証（写）※修了者の場合必須

７　職員の職種別定員の変更　＜あらかじめ＞

　職員の定数を変更する場合に該当します。

　※　児童の認可定員・利用定員に変更がない場合にも、届出書の変更前の欄に現状を

　　　記入してください。

□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付し

　　てください。

□　園則、管理規程等（写）

□　職員名簿（別添様式）

□　増加職員分の履歴書（調理師、事務員等も含む）

□　増加職員分の資格証明書（写）

８　建物の変更　＜あらかじめ＞

　保育所の改修、改築、増築や、部屋の用途の変更（部屋割り変更）等を行う場合に該当します。

　※　児童の認可定員・利用定員に変更がない場合にも、届出書の変更前の欄に現状を

　　　記入してください。

□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付し

　　てください。

□　建物の登記事項証明書

※　届出書の「構造・棟数・合計面積」の欄の構造と合計面積については、それぞれ登記事項証明書の「②構造」、「③床面積」欄と一致させてください。

□　建築基準法に基づく検査済証（写）
□　配置図・付近の見取り図（写）

□　変更前の配置図（写）

□　平面図（写）

　※　部屋別に名称、面積を記入してください。

　※　一部改修や改築の場合は、変更部分を塗色等で明記してください。
□　変更前の平面図（写）

□　部屋別面積表（別添様式）　

※　部屋別面積表の「合計」欄については、届出書の合計面積と一致させてください。
□　（建物を賃借している場合）賃貸借契約書（写）

　□　（調理室の新設・改築等がある場合）給食施設開始届（変更届）（写）

　※　所管庁の受理印が押されたもの。
　＜市町村で以下の資料を作成（法人では作成不要）＞

　□　内容変更最低基準調書

９　設備　＜あらかじめ＞

　太陽光発電の設置等を行う場合に該当します。
※　建物や土地の変更等を伴う場合は、合わせて該当する部分の届出書様式への記入や

　添付書類の提出を行ってください。

□　理事会議事録（写）（原本証明したもの）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付し

　　てください。

□　設備概要書（様式任意）

１０　土地　＜あらかじめ＞

　保育所の敷地（建物敷地・屋外遊戯場・その他）について、土地の売買、賃借開始や終了、用途の変更等により面積の変更がある場合に該当します。

　※　屋外遊戯場面積の減少がある場合には、児童の認可定員・利用定員に変更がない場

　　合にも、届出書の変更前の欄に現状を記入してください。

□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付

　　してください。

□　土地の登記事項証明書

　　※　届出書の「敷地面積」の欄の面積については、登記簿謄本の面積の合計と一致さ

　　　せてください。

□　公図

　※　保育所敷地部分の筆を、塗色等で明記してください。

□　配置図（写）・付近の見取り図

□　変更前の配置図（写）

　※　一部増減や用途の変更の場合は、変更部分を塗色等で明示してください。

□（新たに代替園庭を設定する場合）市が使用を認めていることがわかる文書等（写）

□（新たに代替園庭を設定する場合）代替園庭の図面（写）
　□（新たに代替園庭を設定する場合）保育所から代替園庭までのルート図
　※　実際に使用する児童の移動に安全なルートがわかるように、塗色等で明示してく

　　ださい。また、施設から代替園庭までの距離を記入してください。

【参考】 屋外遊戯場（園庭）に関する要件　　　　　　※埼玉県保育所設置認可基準より
（１）屋外遊戯場に代わるべき場所の取扱い

公園等を屋外遊戯場に代わるべき場所とする場合は、次の条件を満たすものであること。

ア 移動の安全確保

当該保育所の入所児童の徒歩圏内に公園・寺社境内など、当該児童が日常的に使用可能な空間が存在し、かつ、当該児童の移動の安全が確保されていること。

イ 適格性

当該児童が活動する場所おいて、汚染物質の存在、落下物等の危険、転落防止措置が施されていない池沼の存在、その他保育を行うにあたり不適切な要素がないこと。

ウ 優先的な使用権限

優先的な使用権限を持つこと。ただし、以下の条件を満たし、保育の実施に支障がないと認められる場合は、必要としない。

（ア）待機児童が存在する地域であること。

（イ）使用するに当たり、所有者の文書による承諾（優先的使用権までは必要ない）が得られ、かつ、所有権を有する者が国及び地方公共団体又は公共的団体等、保育所による安定的かつ継続的な使用が確保されると認められる主体であること。

なお、国又は地方公共団体の施設を屋外遊戯場として使用する際には、市町村長の意見書において、上記（ア）及び（イ）の要件が満たされている旨述べられていれば、別途文書による承諾を得なくとも差し支えない。

１１　建物・土地の所有関係　＜あらかじめ＞

　保育所の建物や敷地について、土地の売買、賃借開始や終了により面積の変更がある場合に該当します。

□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付

　　してください。

□　契約書（使用貸借、賃貸借、売買）（写）

□　該当する建物・土地の登記事項証明書
□　配置図（写）

　※　保育所の敷地・建物全体がわかるものを添付した上で、変更部分を塗色等で明記
　　してください。

□　公図

　※　保育所の敷地全体及び変更部分を塗色等で明記してください。

１２　運営の方法　＜あらかじめ＞

　園規則等に定めている以下の事項について変更する場合に該当します。

· 施設の目的及び運営の方針（園規則に定める保育所の目的、運営方針）

· 提供する保育の内容（園規則に定める保育内容）

· 保育の提供を行う日、保育時間及び保育の提供を行わない日（保育所の休園日、保育する時間）

· 保護者から受領する費用の種類、支払いを求める理由及びその額（保護者から受領する費用（給食主食費、延長保育料等）の種類、理由、金額）

· 施設の利用の開始および終了に関する事項並びに利用に当たっての留意事項（入園・退園に関する事項、利用に当たっての留意事項）

· 緊急時における対応方法（事故防止マニュアル等に定める事故や怪我、不審者侵入の際の対応方法）

· 非常災害対策（危機管理マニュアル等に定める地震、火事、水害等自然災害への対策）

· 虐待の防止のための措置に関する事項（保育所における虐待防止、家庭での虐待が疑われる場合の対策）

· その他施設の運営に関する重要事項（給食の外部搬入、調理業務の委託など）
□　理事会議事録（写）

　※　社会福祉法人以外で理事会がない法人は、理事会にかわる会議の議事録を添付

　　してください。

□　変更後の運営に関する園規則、管理規程、マニュアル等（写）

　※　変更部分を塗色等で明示してください。

□　（給食の外部搬入・委託等、契約書類がある場合）変更後の運営に関する契約書類

　等（写）

　様式第４２号（第２４条関係）
児童福祉施設内容変更届出書
　　年　　月　　日
埼玉県知事　
　　　　　　　　　　　　　　児童福祉施設（保育所）の設置者
　　　　　　　　　　　　　　eq \o\ad(住所,　　　　　　 )
　　　　　　　　　　　　　　eq \o\ad(名称,　　　　　　 )
　　　　　　　　　　　　　　eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　 )　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　eq \o\ad(施設名,　　　　　　 )
　　　　　　　　　　　　　　施設の所在地
　年　　月　　日付け　　第　　　　　号で設置の認可を受けた施設の内容を、下記のとおり変更したので届出します。
　※　最終届出日（認可後に変更を行っていない場合は認可日）　年　月　日
記
１　変更する事項
　（１）施設の名称
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	


　（２）施設の所在地
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	


　（３）設置主体（または公立保育所の経営主体）
	
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	法人名
	
	


　　　　※　原則として同一法人の場合に限られます。
　（４）経営の責任者
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	


　（５）児童の認可定員・利用定員
	認可定員
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	計
	計

	
	人
	人

	利用定員
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	３号
	２号
	計
	３号
	２号
	計

	
	０
	１
	２
	３
	４
	５
	
	０
	１
	２
	３
	４
	５
	

	
	人

	人

	人
	人



	人
	人
	人
	人



※　職員の職種別定員の変更・建物の変更・屋外遊戯場面積の減少の変更を行う場合には、児童の定員に変更がない場合も「変更前」欄に現状を記入すること。
　（６）施設長
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	


　（７）職員の職種別定員
	職　種
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	施設長
	人
	人

	保育士
	人
	人

	調理員等
	人
	人

	嘱託医
	人
	人

	計
	人
	人


　
　（８）建物
	変更概要
	　改築　・　増築　・　部屋割り変更　・　その他（　　　）
（該当する箇所に○をつけること）


	区　分
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	構造・棟数
合計面積
	　　　　　　　　・　　　　　　　           　　　　　　㎡
	　　　　　　　・
　            　　　　㎡　


    （内訳）
	区　分
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	室　名
	室　数
	面　積（㎡）
	室　数
	面　積（㎡）

	乳児室*
	
	㎡
	
	㎡

	ほふく室*
	
	㎡
	
	㎡

	保育室*
	
	㎡
	
	㎡

	遊戯室*
	
	㎡
	
	㎡

	調理室
	
	㎡
	
	㎡

	医務室
	
	㎡
	
	㎡

	事務室
	
	㎡
	
	㎡

	その他
	
	㎡
	
	㎡

	合計
	
	㎡
	
	㎡

	便所
	 児童用　大　　個・小　　個
 職員用　　　　個
	　児童用　大　　個・小　　個
　職員用　　　　個


　※　*のついている区分の面積は、有効面積を記載すること。
　※　「合計面積」と内訳の「合計」を一致させること。
※　児童の定員の変更を行う場合には、建物に変更がない場合も「変更前」欄
　に現状を記入すること。

　
　（９）設備
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	


　（１０）土地
	変更概要
	敷地面積増減の理由
　土地購入・土地売却・土地の賃借開始・土地の賃借終了
　・その他（　　　　　）　（該当する箇所に○をつけること）


	区　　分
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	敷地合計面積
	
	


　　（内訳）
	区　　分
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	建物敷地
	
	

	屋外
遊戯場
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	

	代替園庭

	（該当する場合のみ住所・公園等名称・面積を記入）
　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　・　　　　㎡


　※　屋外遊戯場の面積は、児童が遊戯に使用できる有効面積を記載すること。
　　　なお、代替園庭の面積は合計面積には含めないこと。
　※　「敷地合計面積」と内訳の「合計」を一致させること。
　（１１）建物・土地の所有関係
	区　　分
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	該当する
土地・建物
	

	所有関係
	
	


　（１２）運営の方法
	変更内容

	


２　適用年月日　　　　　　年　　月　　日
　　※　複数の適用年月日がある場合は、それぞれ記入すること。
職　員　名　簿

	職　種
	氏　　名
	年　齢
	資格の有無
	常勤・短時間

	
	
	
	
	


※　職名は、施設長、主任保育士、保育士、看護師、調理員、事務員等を記入する。

※　資格の有無は、施設長、主任保育士、保育士における保育士資格の有無を記入する。

　　資格を有する場合は、「有」、有しない場合は「無」と記入する。

（主任保育士、保育士は、保育士資格を有しなければならない。）

※　短時間は、常勤職員（当該保育所の就業規則において定められている常勤の従業者
　が勤務すべき時間数（１か月に勤務すべき時間数が１２０時間以上であるものに限
　る。）に達している者又は当該者以外の者であって、１日６時間以上かつ月２０日以上　
　勤務するもの。）以外の職員をいう。

　　常勤職員は、「常勤」、短時間職員は、「短時間」と記入する。

部屋別面積表

単位：㎡

	部屋種類名
	部　屋　名
	部屋別面積
	部屋種類別面積

	乳児室（０歳児室）*


	
	　　　　　㎡
	　　　　　　　　㎡

	
	
	㎡
	

	ほふく室（１歳児室）*
	
	　　　　　㎡
	

	
	
	㎡
	

	
	
	㎡
	

	保育室*


	
	　　　　　㎡
	　　　　　　㎡

	
	
	㎡
	

	
	
	　　　　　㎡
	

	
	
	㎡
	

	
	
	㎡
	

	遊戯室*
	
	㎡
	　　  　　　㎡

	
	
	㎡
	

	調理室
	
	㎡
	　　  　　　㎡

	医務室
	
	㎡
	　　  　　　㎡

	事務室
	
	㎡
	　　  　　　㎡

	その他
	
	
	　　  　　　㎡

	合　計
	
	
	　　  　　　㎡


※　部屋名は、例えば「保育室（３歳児室）」のように記入する。

　　部屋名は、平面図の部屋名と一致すること。

※　* のついている部屋については、有効面積を記入すること。

※「その他」については、部屋種類別面積に合計面積のみを記入する。

※　部屋種類別面積は、届出書（８）建物の内訳の変更後面積と一致すること。

